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1 はじめに 
 

1.1 方針宣言 
 

企業行動のグローバル基準に関する方針（以下「本方針」または「グローバル基準」）は、Lam

がそのコアバリューをサポートし、Lamとその子会社（以下「Lam」または「本会社」）の各従業

員に求める企業方針基準を定めています。本方針は、従業員の行動に適用される Lamの他

の方針および手続を補足するものであって、これらに置き換わるものではありません。従業員

は、常に倫理的に行動し、高水準の業務を行い判断を下すため、本方針を読み、理解するよ

う求められます。本方針に含まれるテーマの重要性から、従業員は、雇用時およびその後定

期的に、本方針を理解し、これを遵守することを証明する文書に署名する必要があります。 
 

本方針は、様々な法ならびに本会社の方針に基づいています。当該法に違反することによ

り、本会社とその従業員に対し、民事上または刑事上の罰金や罰則が科される場合がありま

す。 

 

従業員は、本方針に含まれるテーマに関して質問または懸念事項がある場合は指示を求

め、また速やかに Lamの法務部（以下「法務部」）または本方針により求められる開示事項に

ついて倫理・コンプライアンスチームに通知することが期待されます。従業員は、Eメール

（ethics@lamresearch.com）により秘密裡に当社の倫理・コンプライアンスチームに連絡するこ

とができます。また、オンラインで倫理ヘルプライン（www.lamhelpline.ethicspoint.com）、また

は電話（米国内の場合は、1-855-208-8578、その他の地域の場合は

www.lamhelpline.ethicspoint.com上にオンラインで掲載されている電話番号）で問い合わせ

ることができます。 
 

本方針の各項目には、参照のため便宜上、主要な表題が付けられています。これらの表題

は、相互関係、本会社、他社や利害関係者との関係を表したものです。複数の団体に適用さ

れる項目もあります。 

Lamは、事前の通知なくいつにても、本方針のいずれかの条項を修正するまたは無効にする

場合があります。 

1.2 対象者 
 

本方針は、世界中の Lamの全従業員、臨時職員、契約者およびコンサルタントに適用されま

す。各個人は、本方針の遵守につき責任を負います。法務部は、本方針の解釈につき責任

を負います。 

 

1.3 管理および執行 
 

最高法務責任者の被指名者は、本方針の管理者となり、必要に応じて本方針を改訂する場

合があります。本方針の例外については、最高経営責任者または最高執行責任者および最

高法務責任者または倫理・コンプライアンスに関する法務部のバイスプレジデントの承認を要

します。本会社の経営幹部（最高執行責任者を上限とし、事業運営担当取締役またはバイス



 

 
 

 

プレジデントなど）は、本方針に基づき、適切な手続およびガイドラインを

制定するよう求められます。これらは、別個に発表されることが予定されて

おり、これを閲覧する必要のあるすべての人が入手可能な場所

（SharePointなど）に適切に保管されます。 

  

1.4 定義 
 

「Lam」または「本会社」とは、Lam Research Corporationとその各子会社を

いいます。 

 

「方針」とは、本企業行動のグローバル基準（本企業行動のグローバル基

準に言及されている本会社のその他の方針を含みます）をいいます。 

 

「従業員」とは、本方針が適用される各人をいいます。 

 

1.5 意思決定におけるチェックリスト 
 

発生し得るすべての状況を予測することは不可能であるため、難しい状

況を切り抜ける際にこのチェックリストが役立ちます。 

 

関連する方針を確認していない場合は、行動を続行する前に確認して

ください。 

 

上記いずれかの質問にいいえと回答した場合は、行動しないようにして

ください。上記質問の回答が不明の場合は、適切な人（上司、法務部ま

たは倫理・コンプライアンス部など）に指針を求めてください。 

  

すべての質問にはいと回答した場合は、続行することができます。 

Would I feel comfortable if my decision were reported in the news? 

Is my conduct legal?

Is my conduct consistent with Core Values?

Is my conduct ethical? 

Have I looked at the relevant policies? 

当社のコア 

バリュー 

 

• 達成 

 

• 正直と誠実 

 

• 創造的かつ継続的な

改善活動 

 

• 相互の信頼と敬意 

 

• オープン・コミュニケ

ーション 

 

• 主体性と自責 

 

• チームワーク 

 

• お客様を第一に考え

る：お客様＞会社＞

個人 
 

 



 

 
 

 

2 相互の関係 
 

当社の最も重要なリソースは、当社の従業員です。当社は、安全かつ専門

的で、従業員がその最大の潜在能力を達成する機会を得られる労働環境

を促進することを約束します。 

2.1 公正雇用慣行 
 

当社は、機会均等雇用者です。当社は、適用法により保護されるカテ

ゴリーに基づき雇用方針、慣行および手続において、均等な雇用機会

および雇用方針の非差別化を約束します。当社の労働力の一員とし

て、従業員は、この基準を果たし、本会社の方針を遵守する責任を負

います。詳細情報については、当社の雇用のグローバル方針を参照し

てください。 

2.2 嫌がらせ禁止 
 

当社は、言葉、身体的または環境によるかを問わず、嫌がらせのない

労働環境を提供することを約束します。当社の労働力の一員として、従

業員は、この基準を果たし、当社の嫌がらせ禁止方針を遵守する責任

を負います。 

2.3 人身売買および強制労働の排除 
 

当社は、公正かつ人道的な雇用慣行を約束し、強制労働、奴隷労働ま

たは年季方向労働を認めません。当社は、法的に許可されている年齢

未満の労働者を起用しません。当社の労働力の一員として、従業員

は、この基準を果たし、当社の雇用のグローバル方針を遵守する責任

を負います。 

2.4 職場の安全衛生 
 

当社は、職場における安全衛生に関する適用法規を遵守することで、

従業員と他者のために安全な労働環境を確保するよう努めます。日常

的な業務において、当社は、安全衛生を、製品の設計、製造、設置、

使用、保守およびアフターサービスに組み込みます。当社は、安全性

を最優先事項とみなしています。 

 

当社は、従業員、契約者または訪問者に対する脅迫、脅迫的な行為、

または暴力行為を許可しません。 

 

当社の労働力の一員として、従業員は、この基準を果たし、当社の

EHS持続可能性とコミットメント方針ならびに職場の暴力に対するセキ

 

安全性に関する

例 

 

Q. 私は、安全性に関す

る問題を抱えています

が、これを報告すると、生

産が停滞し、顧客の納期

に間に合わない可能性

があることを心配していま

す。私はどうすればよい

でしょうか。 

A. 納期が重要ですが、

安全衛生を優先すべき

です。生産が停滞し、納

期に遅れることになる場

合であっても、懸念事項

を直ちに提起してくださ

い。 
 

個人を識別可能

な情報 

 
例には、社会保障番号、

生年月日、国籍、性別、

民族、パスポート番号、

住所および電話番号、運

転免許証情報、学歴、家

族の状況、従業員 ID番

号および写真が含まれま

す。 
 
 

 
 

https://sharepoint.lamrc.net/cft/edms/Documents/ghr1130.docx
https://sharepoint.lamrc.net/cft/edms/Documents/ghr1130.docx
https://sharepoint.lamrc.net/cft/edms/Documents/ehs2004.docx
https://sharepoint.lamrc.net/cft/edms/Documents/gsd1015.doc


 

 
 

 

ュリティのグローバル方針を遵守します。 

2.5 従業員情報の保護 
 

当社は、同僚の個人を識別可能な情報についてプライバシーと秘密保

持を尊重します。個人を識別可能な情報とは、全般的に、特定の従業

員を特定しうる情報のうち、Lamが保有しているものをいいます。当社

は、業務上、法務上または契約上の理由で必要とされる従業員の記録

のみを保持し、当該記録の閲覧を適法な目的で情報を知る必要のある

人に制限し、同人に対してのみ知らせます。 

 

当社の労働力の一員として、従業員は、自らが閲覧する個人を識別可

能な情報の秘密性を確保し、保持する責任を負います。詳細情報につ

いては、人事担当者に問い合わせてください。 

3 当社との関係 
 

Lamの資産の安全な保護は、当社の成功にとって不可欠です。当社の

労働力の一員として、従業員は、適法な業務上の目的に限り本会社の

資産を使用し、無断使用または紛失から保護し、適切な場合はその秘

密性を保持し、不法もしくは不適切な目的に Lamの資産を決して使用

しない義務を負います。 

3.1 秘密情報の保護 

 

毎年、Lamは、その収益のうち相当額を研究開発に投資しています。

Lamがこうした投資を保護する方法の 1つに、情報を秘密に保持する

ことがあります。ただし、技術情報は秘密に保持すべき唯一の情報では

ありません。非公開の情報（Lamの財務上の業績、事業計画および顧

客またはサプライヤーの情報を含みます）を開示することで、Lamに多

額の損害が生じる場合があります。 
 

以下の方法で、秘密情報を保するために適切なセキュリティ対策を取る

ものとします： 
 

• 秘密情報に関する当社の方針（当社のデータセキュリティ方針

およびデータセキュリティ手続を含みます）を注意深く見直し、こ

れを遵守する。 

• Lam、顧客またはその他の第三者に関連のある情報を扱う場合

は、常に聴き手のことを考える。 

• 秘密情報を送付する前に、その意図されていない配布を回避す

るためにメッセージと添付書類を見直す。 

• Lamでの雇用中、業務中およびその後も常に、すべての秘密情

 

秘密情報の例 

• 非公開の技術デー

タ、営業秘密、および

その他の非公開の知

的財産 

• ツール性能データ 

• 未発表の製品または

マーケティング計画 

• レシピ、製法、図面ま

たはソフトウェア開発 

• 非公開の財務情報

（出荷、収益、マージ

ン、製品その他の費

用に関する情報、な

らびに予測を含みま

す） 

• 組織図および給与等

の従業員情報 

• 顧客およびサプライ

ヤーの秘密情報 

 
 

https://sharepoint.lamrc.net/cft/edms/Documents/gsd1015.doc
https://sharepoint.lamrc.net/cft/edms/Documents/BOP01054.docx
https://sharepoint.lamrc.net/cft/edms/Documents/BOP01054.docx
https://sharepoint.lamrc.net/cft/edms/Documents/BOP41177.docx


 

 
 

 

報または専有情報を厳格に秘密に保持する。 

3.1.1 Lamの秘密情報   
 

当社は、本会社の秘密情報を安全に保管します。秘密情報を

部外者と書面または口頭により共有する前に、法務の承認を受

けた適切な非開示契約（NDA）が締結されていることを確認して

ください。 

 

NDAは、いずれかの人、団体または会社が、他の人、団体また

は会社から開示を受けた情報を扱う方法を定めた法的な契約で

す。NDAは通常、対象範囲が狭いものです。NDAは、従業員

が希望する開示を対象とするものとし、他者による秘密情報の

使用に対する適切な制限を盛り込むものとします。 

 

既存の NDAの情報の対象範囲が適切ではない場合、適切な

NDAが締結されるまで、当該情報を開示しないものとします。さ

らに、当社による NDAの完全な保護を可能にするため、NDA

に定める表示および通知に関する要件を理解し、これに従う必

要があります。 

3.1.2 他者の秘密情報 
 

当社が Lamの秘密情報を保護する場合と同様に、第三者の秘

密情報も安全に保護する必要があります。従業員は、第三者の

秘密情報を、当該第三者の秘密情報に関する法律、契約、およ

び最高の業務水準に従い取り扱う必要があります。 

 

必ず、第三者と秘密情報を交換する前に、署名を付し、法務部

の承認を受けた NDAが締結されるようにします。いずれかの

NDAに基づき第三者の秘密情報を入手した場合、必ず、当該

NDAの条件を遵守するものとします。 

 

顧客情報  当社の顧客に関して、顧客に属する情報のうち、公

表することが意図されていないものは、通常、顧客の秘密情報と

みなされます。こうした情報は、NDAに基づき開示されたまたは

開示されていない場合があります。さらに、当社の顧客の契約

は、当該顧客が当社の顧客であると言及することを明示的に禁

止している場合があります。従業員は、顧客が指定する秘密保

持の要件に従う必要があります。 

 

データセキュリティ方針およびデータセキュリティ手続に定める

顧客情報の分類および取扱に関する手続に従うものとします。 

秘密情報の保護 

 
秘密情報は、当該情報

を入手する必要のない人

が見ることまたは立ち入

ることのできない方法で

保管する必要がありま

す。 

 

従業員がデスクを離れる

場合は、秘密情報を含

む文書を施錠された引

出またはキャビネットに片

づけるものとします。情報

を必要としない者がアク

セスできるサーバー上に

電子媒体として保管しな

いようにしてください。 

 

秘密情報を保護するた

めのその他の措置とし

て、本会社の方針（デー

タセキュリティ方針および

データセキュリティ手続を

含みます）を見直してくだ

さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

知的財産 

知的財産には、商標、著

作権、営業秘密、ノウハ

ウ、発明、アイデアおよ

び特許等、様々なものが

含まれます。 

 
 
 

 
 
 
 
 

https://sharepoint.lamrc.net/cft/edms/Documents/BOP01054.docx
https://sharepoint.lamrc.net/cft/edms/Documents/BOP41177.docx
https://sharepoint.lamrc.net/cft/edms/Documents/BOP01054.docx
https://sharepoint.lamrc.net/cft/edms/Documents/BOP01054.docx
https://sharepoint.lamrc.net/cft/edms/Documents/BOP41177.docx


 

 
 

 

 

競合他社の情報  当社の競合他社に関して、当社は、公正に競

合することを希望しており、それらの秘密情報を必要としませ

ん。競合他社に勤務している人と会話をする場合は、いかなる
秘密情報も受領しないよう十分に注意するものとします。 

 

競合他社に関する情報を得る場合、以下の方法で、適法かつ

倫理的に行う必要があります： 
 

• 発表された記事や公的記録等、公的に入手可能な情報

源から得た情報のみ使用する。 

• 自らについて虚偽表明を行わず、不適切な方法を用い

ない。 

• 同業者または求職者に他社に関する秘密情報を求めな

い。 

• 前雇用者に帰属する秘密情報を Lamの敷地またはシス

テムに持ち込まない。または、前雇用者から得た秘密情

報を使用しない。 

• 従業員が競合他社の秘密情報または専有情報を必要と

しない旨、および開示を行う権限を有する場合に限り情

報を共有するべきである旨を明示する。 

• 不適切に入手した可能性のある情報を受け入れず、使

用しない。 

 

競合他社の秘密情報を入手した場合は、直ちに法務部に連絡

するものとします。当該情報は、返却または破棄するものとし、

配布または分析しないものとします。 

 

顧客またはサプライヤーから競合他社に関する秘密情報を受領

するというリスクがあることに留意してください。 

 

他の誰かの秘密情報または営業秘密を無断で使用または開示

した場合、民事上および刑事上の罰金が科される場合がありま

す。秘密情報の使用または開示に関する質問があれば、法務

部に相談してください。 

 

詳細情報については、データセキュリティ方針、データセキュリ

ティ手続、取引を制限された個人（TRI）による技術データの入

手に関する方針を参照してください。 

3.2 知的財産権の保護 
 

Lamの知的財産権（商標、ロゴ、著作権、営業秘密、「ノウハウ」および

 

財務の健全性 

従業員は、署名許可方

針（ここには、大半の契

約は法務部の審査を要

することが定められてい

ます）に従うことなく、Lam

の代理として NDAまた

はその他の契約を締結

することはできません。 

 

従業員は、当社の財務

記録が正確かつ完全で

あることを徹底する必要

があります。 

 
 
 
 
 
 

https://sharepoint.lamrc.net/cft/edms/Documents/BOP01054.docx
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特許）は、当社の最も価値ある資産の 1つです。Lamにおいて作成さ

れた知的財産は Lamの成功に寄与し、各自は、無断開示または悪用

からこうした資産を保護する義務を負っています。許可を得ることなく、

第三者の製品およびサービスを推奨するために Lamの名前が使用さ

れないよう注意するものとし、当社の商標およびロゴを使用する前にコ

ーポレートコミュニケーション部の承認を得るものとします。 

 

当社は、第三者の知的財産権も尊重し、その秘密情報を無断の仕様

および開示から保護します。他者の知的財産を不適切に使用すること

により、Lam とその労働力の一員は、民事上および刑事上の罰金が科

される場合があります。 

 

さらに当社は、当社のコンピュータ上および当社の支配下にあるネット

ワークのコンピュータ保存エリアにあるソフトウェアの著作権を遵守しま

す。当該ソフトウェアに関するライセンス契約または著作権法を侵害す

る形で、ソフトウェアをコピー、インストールまたはその他の使用しない

ものとします。当社の情報技術部から事前に承認を受けていないソフト

ウェアをインストールする前に、最高情報責任者の承認を得るものとし

ます。 

3.3 財務の健全性の徹底と責任 
 

各自は、Lamに代わり支出する金銭が適切に支出され、記録が正確

かつ完全であることをする役割を負っています。これには、当社の金銭

を支出する方法から、会計実務、第三者との取引まで、あらゆる側面

の財務の健全性が含まれます。 

3.3.1 正確な会計実務 
 

当社は、記録の正確性および完全性を徹底します。当社の労働

力の一員として、従業員は、以下のとおりとすることが求められま

す： 
 

• 当社が要求する報告書（例：経費報告書、タイムカード、

および売上と製造報告書）を正確かつ真正に作成する。 

• 当社の財務方針に従い取引を締結する。 

• 当社の財務システムに適切に記録し開示することなく、

取引に従事せず、または本会社の資産を取得、保有もし

くは処分するために非開示の口座を開設しない。 

• 理由を問わず、帳簿および記録に虚偽のもしくは誤解を

招く記述を行わず、またはそのような記述につながる情

報を提供しない。 

• 適切な裏付文書を提示することなく、または文書に記載

 
 
 
 
 
Lamの資産を 

使用する 
 

Lamの資産には、設備

（コピー機および電話

機、コンピュータハードウ

ェア、ソフトウェア、ネット

ワーク、Eメールおよびイ

ンターネットアクセス、当

社が本会社の敷地で保

存しているその他の財産

（作業ファイルとその他の

文書など）など）のほか、

勤務時間中の人員の時

間と能力が含まれます。 
 



 

 
 

 

される目的以外の目的で、形式を問わず、Lamに代わり

支払を行わない。 

• 契約（NDAを含みます）に署名する前に、必要な審査お

よび承認を得た上で、署名許可方針に従い、取引を承

認し、従業員が、Lamの資本もしくは資産の入手、償却

または引当を行う権限を有するよう徹底するものとしま

す。 

 

詳細情報については、財務方針（署名許可方針を含みます）を

参照してください。 

3.3.2 記録の保持 
 

当社は、記録保持方針に従い、記録を保持および破棄し、従

業員は、当社の方針により求められるとおり記録を保持するよう

求められます。法務部は、従業員に対し、法務上または監査上

の目的で、特定の記録を維持するよう求める場合があります。こ

れは、特定の記録を破棄しないよう求める「訴訟ホールド」の形

で行われます。従業員は、訴訟ホールドを遵守し、法務部から

更なる指示を受けるまで、ここに記載されているすべての電子

記録とハードコピーの記録（Eメール、草案、複製を含みます）

を保持する必要があります。Lamに関する政府の捜査または訴

訟を知り得た場合は、以下を行わないものとします：主題に関

する記録を破棄または削除する。直ちに法務部に連絡してくだ

さい。 

 

詳細情報については、記録管理に関するグローバル方針およ

び記録保持に関するグローバルスケジュールを参照してくださ

い。 

3.4 Lamの資産および通信システムを責任をもって使用する 

 

Lamは、作業を効率的に行うために必要なツールと設備を提供し

ますが、各自が責任を負い、こうしたリソースを適切な判断および

抑制力をもって使用することに依拠しています。本会社の財産の

個人的な使用は、二の次であり、従業員の作業を妨害しない場合

および本会社の方針に違反しない場合に限り認められます。従業

員は、Lamの従業員の時間やリソースを個人的な用途に費やして

はなりません。 

 

従業員は、現場から、または Lamのシステムに現場外からアクセスする

か否かを問わず、Lamの通知システムを利用する際に、通信システム

利用方針を遵守する必要があります。不法、非倫理的または本会社の

https://sharepoint.lamrc.net/cft/edms/Documents/FIN01064.docx
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方針に反する方法で（脅威的、わいせつ、嫌がらせまたは差別的なメッ

セージの送信、チェーンメールの配信、ギャンブルまたは賭博など）、

Lamのシステムを使用しないものとします。 

 

Lamの通信システムを利用して生成、伝送、受領または保存されるす

べてのデータは、Lamの財産であり、またそうであり続けるものとしま

す。事務所または自宅で使用するかを問わず、本会社のリソースは私

用のものではありません。Lamは、必要な場合は、適用されるデータプ

ライバシー法に従い、すべての業務上の通信システムのコンテンツを審

査し、その施設、業務上の文書および事務書を検査する権利を留保し

ます。 

 

Lamの通信システムおよびデータにアクセス可能な本会社が支給する

携帯機器または個人の携帯機器を使用する場合、従業員は、機器上

の秘密情報または専有情報を保護し、安全なデータ管理手続を採用

する必要があります。従業員は、本会社の情報を個人の携帯機器に保

存することを禁止されています。ただし、承認された会社のデータレポ

ジトリとアプリに保存する場合はこの限りではありません。Lamは、適法

な業務上の目的（方針の違反申立に関する調査または訴訟ホールドの

実施など）で、携帯機器に物理的にアクセスする権利を要求することが

あります。 

 

詳細情報については、通信システム利用方針、データセキュリティ方針

および携帯機器利用方針を参照してください。 
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3.5 利害相反の回避 
 

利害相反が生じるのは、個人的な利益が Lamの最善の利益に反する

場合です。従業員は通常、個人的な金融取引および業務取引に従事

することができますが、この自由は無制限ではありません。従業員は、

(i) 従業員の忠誠心が Lamの利益と自らの利益の間で分割される可能

性がある状況、(ii) 職務を果たす能力が妨げられる状況、または (iii) 利

益相反があると思われる状況を回避する必要があります。 

 

利益相反は、速やかに開示されれば、回避または対処することが可能

です。従業員が、実際の利益相反が生じる可能性があるまたは利益相

反を知り得た状況にある場合、従業員は、その旨を最高法務責任者

（CLO）または倫理・コンプライアンスに関する法務部のバイスプレジデ

ント、上司（CEOが開示を行う場合は CFOもしくは CLO）、ならびに

LGL-41207 利益相反手続に明記するその他の人に開示する必要があ

ります。従業員は、こうした分野において独自の判断を下してはなりま

せん。考えられる回答には、以下が含まれます：(i) Lamは、将来の見

直しを条件として、異議を申し立てないこと、(ii) Lamが満足するように

その利益相反を解決するために従業員が措置を取らなければならない

こと、(iii) その活動は認められないこと。 

 

利益相反が生じる可能性のある共通の状況には、以下が含まれます

が、これらに限定されません： 

(1) 贈答品、接待またはその他の事業上のもてなしを受領すること   

(2) 外部の雇用または提携に従事していること  

(3) 外部の販売店で役務を提供していること  

(4) 忠誠心が分割する可能性のある個人的な投資を行っていること  

(5) 会社の機会を把握していること  

(6) Lam と事業関係を有する可能性のある親戚や友人を持ってい

ること   

 

追加のガイダンスについては、利益相反に関する手続を参照してくださ

い。 

 

 

外部雇用 

Lamにおける通常の営業

時間中に仕事しなけれ

ばならなくなるパートタイ

ムの仕事、または本会社

の資産を使用しなければ

ならなくなるパートタイム

の仕事を引き受けないも

のとします。 

公正競争  

Q：競合他社が価格また

はその他の機密事項に

ついて私に話し始めた場

合、どうすればよいです

か。 

 

A：競合他社が製品価

格、販売条件、市場割当

またはその他の禁止事

項について会話を開始

する場合、従業員は、会

話に参加してはなりませ

ん。当該会話が中止され

ない場合、従業員は、直

ちに会議の場から立ち去

り、その旨を法務部に文

書で報告する必要があり

ます。 

https://sharepoint.lamrc.net/cft/edms/Documents/LGL41207.docx


 

 
 

 

4 当社と他社および利害関係者との関係 
 

当社は、世界的なコミュニティにおいて、正直かつ誠実に運営を行

っており、信頼と公正の原則に基づく事業関係を求めます。世界的

企業として、当社は、適用法を遵守することを約束します。 

 

4.1 取引規則 

4.1.1 公正競争の促進 
 

当社は、積極的に、ただし公正かつ正直に競争することを約束

します。競合他社に関して、法務部の事前の承認を得ることな

く、下記のいずれかの事項に関して、協議を行わず、または合

意に達しないものとします。 

 

• 価格設定（費用、割引、販売促進またはその他の販売条

件など）     

• 地域（地域、市場または顧客の分割など） 

• 供給または生産（供給、生産またはサービスの制限また

は拡大など） 

• ボイコット（特定の個人または事業体との売買を拒否する

など） 
 

サプライヤーおよび顧客に関して、法務部の事前の承認を得る

ことなく、下記のいずれかの事項に関して、協議を行わず、また

は合意に達しないものとします。 

 

• サプライヤーからの製品またはサービスの購入を拒否す

ること（ただし、サプライヤーが Lamから製品またはサー

ビスを購入することに同意する場合はこの限りではありま

せん）。 

• 望ましい製品またはサービスの納入条件として、顧客に

対し、他の Lamの製品またはサービスを引き受けるよう

求めること。 

• 買主が競合他社の製品を使用または購入しないことを条

件として、製品を販売すること。★ 

• Lamの競合他社または顧客との適法な取引に従事する

ことをサプライヤーに禁止すること。 

 

サプライヤーがある市場において、他社の競合他社である場合

があることに留意してください。つまり、サプライヤーとの関係に

おいて適切であっても、話し合いが別の競争分野に移った場合

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

取引の管理 

輸出には、有形の取引

（すなわち、物理的な出

荷）と無形の取引（ソフト

ウェアや技術の電子送

信、外国人による情報の

アクセス、または類似の

開示）が含まれます。 

 



 

 
 

 

は、不適切となる場合があるということです。 

 

反トラスト法は複雑であり、違反が証明された場合は、禁錮刑を

含む重大な罰則を課される場合があります。質問があれば、早

期に法務部に相談してください。 

4.1.2 取引の管理 

 

当社は、適用される輸出入法規を遵守します。取引管理法は世

界中に範囲が及び、他の国または外国の国民による Lamの製

品、サービス、情報、ソフトウェア、および技術へのアクセスは、

同法に準拠します。当社は、世界的な事業実施のために、すべ

ての適切な輸出許可および再輸出許可を取得します。 

 

従業員が、政府が「規制対象技術」に定義するものに該当する

製品カテゴリーにおいて業務を行う場合、従業員は、当該技術

の輸出を禁止される場合があります。つまり、Lamは、この「規制

対象技術」を共有する前に、適切な輸出許可を得なければなら

ないということです。詳細情報については、取引コンプライアンス

管理方針および関連方針を参照してください。 

 

当社は、製品の輸入先の国の法も遵守します。これらの法によ

り、通常、当社は、輸入商品の正確な説明、分類および評価を

行い、その原産国を宣言するよう義務付けられます。 

 

詳細情報については、取引コンプライアンス管理方針および関

連方針を参照の上、海外取引部に相談してください。 

4.2 贈答品、接待その他の事業上のもてなし 
 

すべての場合において、贈答品、接待その他の事業上のもてなしの付

与または提供は、認められている事業慣例に合致しており、法および

倫理基準を満たしていなければならず、これが公開された場合に Lam

のイメージに悪影響を及ぼすものであってはなりません。 

 

贈答品  宣伝用のノベルティまたはわずかな価値（名目上 100米ドル以

下）の贈答品は通常適切です。まれに、現地の慣例により、より高額の

贈答品の交換を求められる場合がありますが、その場合、当該贈答品

を申し出る前に、担当の管理網の OCEO職員の承認が必要になりま

す。現金または現金等価物（商品券など）、支払いまたは融資を申し出

ることはできません。上記の制約には、冠婚葬祭等の特別な場合の現

金による贈答品も含まれます。従業員は、この方針に違反して、Lamの

資金または個人的な資金を用いた贈答品を贈ることはできません。★   

  

贈答品または事

業上のもてなし

の提供： 

自問自答する： 
 

• 影響を及ぼすために

事業上のもてなしを

提供しているのか。 

 

• 事業上のもてなしは、

その目的に影響を及

ぼすように思われる

か。 

 

• 事業上のもてなしは、

適度な程度以上に思

われるか。 

 

• 事業上のもてなしが

公開された場合、恥

ずかしくないか。 

 

• 事業上のもてなしは

当社のグローバル基

準の方針または受取

側の方針に違反しな

いか。 

 

上記質問のいずれかの

回答がはいであれば、上

司または法務部に相談し

てください。 
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この方針に逸脱する場合、CEOまたは COO、CLOまたは倫理・コンプ

ライアンスに関する法務部のバイスプレジデントの承認を要します。 

 

食事および接待  従業員は、業務上の食事および接待を提供する場

合、適切な事業上の判断を下す必要があります。事業関係を促進する

という明示的な目的でまれに慣例的な業務上の食事を行うことは適切

です。食事または接待が頻繁に行われるか、適度な程度以上である場

合、招待する前に、担当の管理網の OCEO職員の書面による承認を

得るものとします。 

 

旅行  第三者が負担する合理的な業務上の移動費を支払う場合、Lam

の移動方針（旅行に関するグローバル方針と会社のクレジットカードお

よび費用弁済に関するグローバル方針の遵守）、ならびに料金を立証

するための適正な請求書と適切な文書の提出を要します。 

 

個人的利益、割引または手数料  顧客（またはその従業員、家族もしく

は関係者）に手数料その他の対価を支払わないものとし、またはその個

人的な用途のための物品を提供しないものとします。同様に、従業員

は、サプライヤーの個々の従業員、家族または関係者に当該報酬また

は個人的な利益を支払うことはできません。 

 

文書化  従業員は、当社の費用弁済手続を遵守し、すべての経費を適

切に文書化する必要があります。 

 

政府機関と当社の顧客は、贈答品、接待その他の事業上のもてなしに

関して、異なる要件を含む方針を定めている場合、または Lamとそのよ

うな契約を締結している場合があります。適用される要件を遵守すること

は従業員の責任です。 

 

特別な規則については、下記の賄賂および腐敗行為の防止の条項を

参照してください。 

4.3 賄賂および腐敗行為の防止 
 

当社は、いかなる形であれ、業務上または政府に関する賄賂であるか

を問わず、賄賂または腐敗行為に関わりません。従業員は、以下のガ

イドラインに従わなければなりません： 
 

• 事業上の決定に不適切な影響を及ぼすための有価物の申出、

約束または提供をいかなる人に対しても行わないこと 

• 賄賂の申出または受入を行わないこと 

• 自らが法律上または倫理上実施することができない場合に、他

者を利用して、不適切な支払もしくは有価物の提供を行わせて

賄賂防止  

第三者と業務する場合

に気をつけるべき徴候 

 

• 通常とは異なる支払

方法 

• 取引に関する詳細

情報がないこと 

• 通常とは異なる多額

の手数料または契

約者料金 

• 政府役人との関係 

• 会社に対して提供し

ているサービスにつ

いて知識または経

験がないこと 

• 料金または経費の

説明が漠然としてい

ること 

• 通常とは異なるまた

は虚偽の領収書ま

たは請求書 

 

国によって、政府役人

に対する贈答品および

事業上のもてなしの提

供を行う当社の能力を

制限する規則は異なり

ます。贈答品その他の

事業上のもてなしを政

府役人（国有または国

が管理する事業体の従

業員を含みます）に提

供する前に、法務部に

相談してください。 

https://sharepoint.lamrc.net/cft/edms/Documents/cco6009.docx
https://sharepoint.lamrc.net/cft/edms/Documents/fin0011.docx
https://sharepoint.lamrc.net/cft/edms/Documents/fin0011.docx


 

 
 

 

はならず、これを許可しないこと 

• 贈答品、接待その他の事業上のもてなしの授受に対する Lam

の制約を遵守すること 

• すべての記録を正確かつ完全に記録すること 

• 円滑化のための支払（政府の役人個人に対して、政府機関に

支払うべき所定の支払額または類似の料金に反して）許可の処

理等の日常的な政府業務を迅速かつ円滑に行わせるための支

払）を回避すること  

 

規制上の料金その他の法的に求められる手数料を除き、従業員は、

Lamの資金または個人的な資金を用いて政府役人に対して支払を申

し出ることまたは行うことはできません。従業員が、現地の慣例により、

名目上の金額の支払により、役人が何らかの形で実施するよう求められ

る行為を行わせるために必要であると確信する場合、上司に相談する

必要があり、CLOまたは倫理・コンプライアンスに関する法務部のバイ

スプレジデントのみが例外を認めることができます。 

4.4 環境、健康および安全性 
 

当社は、中核的な事業原則として環境、健康および安全性（EHS）の持

続可能な管理を約束します。当社は、適用される政府基準および規則

を遵守し、環境フットプリントを削減しつつ、安全で健康的な職場を提

供します。当社は、適切な健康で安全な環境慣例を、当社の事業のす

べての要素（当社が設計する製品と提供するサービスを含みます）に統

合します。 

 

当社の労働力の一員として、従業員は、この基準を果たし、当社の

EHS管理システムマニュアルおよび関連方針を遵守する責任を負いま

す。 

インサイダー取

引 

重大な非公開、すなわ

ち「インサイド」情報は、

公知ではない情報で、

分別のある投資家であ

れば、当該会社の有価

証券の売買の是非を判

断する際に重要である

とみなすであろう情報を

います。 

https://sharepoint.lamrc.net/cft/edms/Documents/ehs3007.docx


 

 
 

 

4.5 インサイダー取引 
 

当社は、公正かつ透明性のある有価証券市場を支援します。従業員

が、重大な非公開（「インサイド」）情報を有する場合は、Lamの有価証

券の取引を行ってはなりません。またインサイド情報を Lam外のいかな

る人（家族と友人を含みます）にも開示してはなりません。従業員が

Lamでの業務を通じて他社のインサイド情報を取得した場合、当該会

社の有価証券についても取引してはなりません。従業員は、取引を行

っている会社に関するインサイド情報を家族と友人に提供した場合、当

該家族と友人による取引につき責任を負うものと判断される場合があり

ます。さらに従業員は、Lamの従業員持株インセンティブプランまたは

従業員株式購入プランを除き、Lamの株式につき短期売買、ヘッジン

グまたは質入れを行うことはできません。 

 

詳細情報については、インサイダー取引方針およびインサイダー取引

方針手続を参照してください。 

4.6 寄付および政治活動 
 

従業員は、政治献金のために Lamの資金または資産を使用することは

できません。ただし、当該使用に関して明確な事業上の必要性がある

場合、当該使用が CEOおよび法務部により事前に承認を受けている

場合はこの限りではありません。当社の義務または Lamの代表者とし

て、政党または候補者のために協力することは、同僚の従業員に政治

行動委員会、政党、候補者または政治運動に献金するよう圧力をかけ

ることになるため、禁止されています。 
 

従業員は、献金または支払が、不法であり、Lamの方針に反し、Lamま

たはそのいずれかの役員もしくは従業員に恥をかかせることになる場合

には、Lamの資金を使用してこれを行うことはできません。 

4.7 広報 
 

株式会社として、Lamは、特に投資界に対し、情報公開に関する特定

の責任を負っています。重大な非公開情報について、ブローカー、ア

ナリスト、専門家ネットワーク、その他の投資界のメンバーと協議しない

ものとします。ただし、職務の一部である場合はこの限りではありませ

ん。すべての問い合わせを広報活動部に付託するものとします。 

さらに、ソーシャルメディア（外部のソーシャルネットワーク、会社のブロ

グ、従業員のブログ、掲示板、Facebook、Twitter、LinkedIn、その他の

ソーシャルメディアのアプリまたはウェブサイトを含みます）において、

Lamおよび Lamと秘密情報を共有している当事者（顧客やサプライヤ

ーなど）の秘密情報について協議しないものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

倫理に関する

連絡先  

 

オンラインのヘルプライ

ンまたは電話で問い合

わせることができます： 
 

ウェブサイト： 
www.lamhelpline.ethicspoint.co

m 

 

電話： 

米国の場合：1-855-208-

8578（またはウェブサイ

トに記載されているその

他の番号） 
 
 

倫理・コンプライアンス

チームに直接Eメール

で問い合わせることが

できます： 
 

ethics@lamresearch.co

m 

https://sharepoint.lamrc.net/cft/edms/Documents/lgl1001.docx
https://sharepoint.lamrc.net/cft/edms/Documents/LGL41236.docx
https://sharepoint.lamrc.net/cft/edms/Documents/LGL41236.docx
http://www.lamhelpline.ethicspoint.com/
http://www.lamhelpline.ethicspoint.com/


 

 
 

 

 

詳細情報については、重大な非公開情報の公正な開示に関する方針

とソーシャルメディアに関する方針を参照してください。 

5 方針を維持する方法 

5.1 倫理・コンプライアンス 
 

倫理・コンプライアンスチームは、以下を行うリソースです： 
 

• 本方針および本会社の他の方針を当社の事業活動に適用する

方法についてガイダンスを提供する  

• 倫理およびコンプライアンスに関する研修および情報提供を行

う  

• 本方針、本会社の方針および法の実際の違反またはその疑い

に関する報告書を受領し、調査を行う  

 

倫理・コンプライアンスチームは、定期的に、倫理およびコンプライアン

スに関する会報（以下「会報」）を発行しています。この会報には、従業

員から提起された質問や懸念事項に基づく事例が含まれており、従業

員自らに当てはまるような状況が記載されています。会報は、職員会

議、研修会、および類似の会議において自由に使用することができま

す。質問または今後のテーマについて提案がある場合は、倫理・コンプ

ライアンスチーム（ethics@lamresearch.com）までEメールで連絡してくだ

さい。 

  

会報のバックナンバーは、SharePointで入手可能です。また、会報のバ

ックナンバーは、Pointにアクセスし、法務部を選択し、倫理・コンプライ

アンスページにアクセスすることで閲覧することもできます。 

5.2 倫理ヘルプライン 
 

倫理およびコンプライアンスに関するグローバルプログラムの一環とし

て、当社は、倫理ヘルプラインを設けています。従業員は、いつでもこ

こにアクセスし、懸念事項について話し合ったり、本方針、本会社の他

の方針、または法令に関する説明を求めたりすることができます。懸念

事項または質問がある場合は早期に問い合わせてください。問題の判

明が早いほど、適時に解決することが可能になります。 

 

ヘルプラインに問い合わせる場合は、問題の追跡を可能にするため、

自身の氏名を明らかにすることが推奨されます。ただし匿名で報告する

こともできます。ヘルプラインは、独立した第三者が運営しているため、

https://sharepoint.lamrc.net/cft/edms/_layouts/15/WopiFrame2.aspx?sourcedoc=/cft/edms/Documents/FIN41215.docx&action=default&DefaultItemOpen=1
https://sharepoint.lamrc.net/cft/edms/_layouts/15/WopiFrame2.aspx?sourcedoc=/cft/edms/Documents/FIN41215.docx&action=default&DefaultItemOpen=1
https://sharepoint.lamrc.net/cft/edms/Documents/CCO01012.docx
http://www.lamhelpline.ethicspoint.com/


 

 
 

 

週7日、1日24時間体制で利用可能です。当社は、最大限可能な範囲

で秘密を保持します。 

 

また、倫理・コンプライアンスチームに直接Eメールで問い合わせること

もできます。提出内容は秘密裡に扱われますが、匿名不可です。 

  



 

 
 

 

5.3 コンプライアンス 
 

当社は、当社が業務を運営している各国の法令を遵守します。従業員

が所在する国の法令、またはLamと第三者との契約が、本方針よりも制

限的である場合、従業員は適用法または当該契約を遵守する必要が

あります。当社の事業に適用される世界中の法規は複雑であるため、こ

の方針は、一般的なガイドアンスを定めているにすぎません。 適用され

る本会社の特定の方針および手続を見直した上で、質問があれば法

務部に相談してください。 

 

この方針に逸脱する場合、CEOまたは COO、CLOまたは倫理・コンプ

ライアンスに関する法務部のバイスプレジデントの承認を要します。 

 

本方針に違反した場合、解雇を含む懲戒処分を受ける場合がありま

す。 

5.4 調査、訴訟およびその他の法務事項 
 

紛争、調査、または訴訟について知り得た場合は、速やかに法務部に

連絡するものとします。従業員は、すべての社内調査と監査に全面的

に協力し、法務部と共に、政府その他の外部機関による訴訟または要

求に応じるよう求められます。社内調査については、調査員の指示を受

けない限り、他者と話し合ってはなりません。 

5.5 懸念問題について質問し、違反を報告する 
 

各自は、潜在的または実際の法、本方針、および本会社の他のガイド

ラインの違反を報告する義務を負います。違反に気づいた場合または

別途違反を知り得た場合、可及的速やかに、上司、人事部、法務部、

または倫理・コンプライアンスチームに通知する必要があります。 

5.6 安全な報告 
 

当社は、安全な報告環境を約束し、善意で実際あるいは疑わしい違反

を開示した、または当社の調査に協力した人に対する報復を認めませ

ん。従業員は、下記の場合に、営業秘密を秘密裡に開示したことにつ

き、米国の営業秘密法に基づく責任を負いません。(a) 政府役人もしく

は弁護士に開示する場合（ただし、疑わしい法の違反につき報告、調

査し、封印された訴訟を提起する目的である場合に限られます）、また

は (b) 法的手続きの文書において開示する場合（ただし封印されて提

出されることを条件とします）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質問する 

 

行為が当社方針を遵守

しているか否かについ

て質問がある場合は、

いつでも助言を求める

ようにしてください。状況

に応じて、従業員は、上

司、HR、法務部または

倫理・コンプライアンス

チームに助言を求める

ことができます。 
 
 
 


